
【アルバイトのトラブル】　最近、飲食店や小売店などでアルバイト従業員の若者が店内で不適切な動画を撮
影して SNS に投稿する行動が、企業の信頼を損わせる「バイトテロ」などとして、社会問題になっています。
調査（マクロミル調べ）によれば、学生アルバイトの 12％、およそ 10 人に１人が「バイトテロ」に相当す
る行為を見かけたことがあると答えているそうです。対策としては、スマートフォンの職場への持ち込みを
禁止したり、損害賠償も含む誓約書を交わすなどが考えられますが、その一方で、アルバイトを経験した学
生の約６割が労働条件などにおいて何らかのトラブルがあったと回答している調査（厚生労働省、平成27 年）
もあります。人手不足の昨今、アルバイトは貴重な人材。労務管理のあり方が問われます。
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労働行政運営方針に見る
労働基準行政の重点事項

短時間労働者の社会保険加入の適用拡大

TOPIC1

TOPIC2
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生労働省は去る４月１日、
「平成31年度地方労働行政

運営方針」（以下、運営方針）を
策定・公表しました。
　これはその年度の労働行政を
運営するにあたっての重点施策
を示したものです。各都道府県
労働局は、この運営方針を踏ま
えつつ、各局内の管内事情に即
した重点課題や対応方針などを
盛り込んだ行政運営方針を策定
し、計画的な行政運営を図るこ
ととなります。
　したがって、運営方針から、

今年度、労働基準監督署がとく
に何を重点事項として、事業所
の監督・指導などの行政活動を
展開しようとしているのかを知
ることができます。企業にとっ
ては労務管理体制の方針を検討
する際の資料として活用するこ
とができます。
　運営方針では重点施策として、
次の５つを掲げています。
①働き方改革による労働環境の

整備、生産性向上の推進等
②人材確保支援や多様な人材の

活躍促進、人材投資の強化

③労働保険適用徴収担当部署の
重点施策（労働保険の未手続
事業一掃対策を推進するとと
もに、労働保険料等の適正徴
収等を実施）

④毎月勤労統計調査に係る雇用
保険、労災保険等の追加給付

⑤東日本大震災からの復興支援
　ここでは、これらの施策のな
かから労働基準監督署の取り組
み対象となる主な内容について
取り上げることとします。

　
【１】働き方改革を推進するため
に、すべての労働基準監督署に編
成した「労働時間改善指導・援
助チーム」のうち、「労働時間相
談・支援班」では、法令に関す
る知識や労務管理体制が必ずし
も十分でない場合が多いと考え
られる中小企業・小規模事業者
に対して、説明会の実施や個別
訪問を行い、「働き方改革関連法
による改正後の労働基準法」な
どの周知を中心としたきめ細か
な相談・支援などを行うとして
います。
　あわせて、働き方改革に取り
組む中小企業・小規模事業者の
人材確保を支援するために、一

定の雇用管理改善をした場合や、
生産性を高めながら労働時間の
縮減に取り組む場合に、助成金
を支給するとしています。

【２】長時間労働の是正をはじめ
とする労働者が健康で安全に働
くことができる職場環境の整備
などのための取り組みとして、
各種情報から時間外・休日労働
時間数が１ヵ月あたり 80 時間を
超えていると考えられる事業場、
および長時間にわたる過重な労
働による過労死などに係る労災
請求が行われた事業場に対する
監督・指導を実施し、その際に
は改正労働基準法の内容を踏ま
えた時間外労働の上限規制など
に係る遵守の徹底を図るとして
います。
　したがって、36 協定で特別条
項を定めている事業場について
は、監督・指導が入りやすいと
いえるでしょう。

【３】改正労働安全衛生法の内容
を踏まえて、労働時間の状況の
把握については、①管理監督者
や裁量労働制の適用者を含めた
すべての労働者が対象となるこ
と、②労働者への通知が必要と
なること、③産業医の面接指導
の対象要件について１ヵ月あた
りの時間外労働・休日労働が 100
時間を超えた者から 80 時間に拡
大されたこと、④研究開発業務
従事者で月100時間超えによる医
師の面接指導については労働者
からの申し出が不要とされてい
ることなどについて、重点的に
指導を行うとしています。
　そして、違法な長時間労働や
過労死などが複数の事業場で認
められた企業経営者に対する労
働局長による指導の実施および

企業名の公表の取り組みが徹底
されます。
　あわせて、新たに明確化され
た裁量労働制の不適正な運用が
複数の事業場で認められた企業
経営者に対する労働局長による
指導の実施・企業名の公表の取
り組みを適切に実施していくと
しています。
　なお、これらの監督・指導な
どは、「労働時間改善指導・援助
チーム」のうち労働時間改善特
別対策監督官で編成する「調査・
指導班」により実施されます。

　
　今年４月１日から、大企業に
時間外労働の上限規制が適用さ
れました。これにともない、発
注者である大企業がこの上限規
制を遵守することや、年次有給
休暇の５日の確実な取得（時季
指定）のしわ寄せとして、中小
企業などに対して短納期などの
無理な発注が行われることが懸
念されます。
　改正労働時間等設定改善法で
は、ほかの事業主との取り引き
において長時間労働につながる
短納期発注や発注内容の頻繁な
変更を行わないように配慮する
ことが事業主の努力義務となっ
ています。
　これまでも厚生労働省および
中小企業庁では、中小企業の労働
基準関係法令違反の背景には、極
端な短納期発注などに起因する下
請代金支払遅延等防止法などの違
反が疑われることを鑑みて、公正
取引委員会を含む関係行政機関と
の連携を図り、その指導強化を
図ってきたところです。

　今回の運営方針では、下請代金
支払遅延等防止法などの違反が疑
われる場合には中小企業庁、公正
取引委員会および国土交通省に確
実に通知するとしています。

　働き方・休み方の見直しに向け
た取り組みには、企業の経営トッ
プの意識改革やリーダーシップ
が重要であることから、長時間
労働を前提としたこれまでの職
場慣行を変え、定時退社や「ゆ
う活」の取り組み、勤務間イン
ターバル制度の導入促進、短納
期発注を抑制し納期の適正化を
図ること、年次有給休暇の取得
促進に取り組むように働きかけ
を実施するとしています。
　そのために、改正労働時間等
設定改善指針の周知徹底を図り、
企業の働き方・休み方の見直し
を促すとしています。
　また、勤務間インターバル制
度の導入促進を進め、長時間労
働が懸念される業種などに対し
て当該制度を導入する際に参考
となるようなマニュアルを作成
するとしています。
　年次有給休暇の取得促進を図
るための取り組みとしては、10
月の「年次有給休暇取得促進期
間」に加えて、連続休暇を取得し
やすい夏季、年末年始およびゴー
ルデンウィークの時季に集中的
な周知・広報を行うほか、地域
の特性を生かした休暇取得促進
のための環境整備などを推進す
るとともに、地方公共団体と連
携して、学校休業日に合わせた
年次有給休暇の取得促進を図る
としています。

労働環境の整備や
生産性向上を支援

長時間労働につながる
商習慣の見直しも指導

年次有給休暇の
取得を促進

今 月 の 恒 例 行 事　・ 出 来 事 カ レ ン ダ ー

不法就労外国人対策キャンペーン月間

2019.6 June

2019.6 June

6/1~30

法務省入国管理局では不法就労外国人問題に対処するため、「外国人労
働者問題啓発月間」に合わせて毎年６月、外国人を雇用する事業主など
に対して不法就労防止を呼びかける啓発活動を行っています。

厚

厚生労働省が公表した「平成31年度地方労働行政運営方針」のなかから、
今年度の労働基準監督署の取り組み対象となる主な事項について紹介します。

労働行政運営方針に見る
労働基準行政の重点事項

労働環境の整備や商習慣の見直しで働き方改革を促進行政

TOPIC
1

男女共同参画週間
6/23~29

内閣府の男女共同参画推進本部では毎年、男女共同参画社会基本法の公
布・施行日である６月23日からの１週間を同週間として定め、各地で関
連行事が行われます。今年度のキャッチフレーズ（公募）は「男女共同
参「学」」と「知る 学ぶ 考える 私の人生 私がつくる」です。

サンプル
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　労働基準法では、労働契約を締結する際に労働者に
労働条件を明示する義務があります。その方法はこれ
まで書面の交付に限られていましたが、４月１日から、
労働者が希望した場合、FAX、EメールやWebメール
サービス（Yahoo!メール、Gmailなど）、SNSメッセー
ジ機能（LINE、メッセンジャーなど）でも明示できるよ
うになりました（出力して書面作成できるものに限る）。
厚生労働省などは、メールやSNSでは、印刷や保存が
しやすい添付ファイルでの送付を呼びかけています。

 　厚生労働省は３月、労働者派遣事業報告書（平成30
年６月１日現在の状況報告）の集計結果を発表しまし
た。派遣労働者数は全体で約134万人（対前年比14.4％
減）。そのうちの労働者派遣事業が約124万人で、無期
雇用労働者が約31万人（同約32％増）、有期雇用派遣
労働者が約93万人（同約17％減）となっています。ま
た、製造業務に従事した派遣労働者数は、約28万人（同
2.2％減）で、うち無期雇用が約６万人（同約７％増）、有
期雇用が約22万人（同約５％減）でした。

　深刻な人手不足の状況のなか、帝国データバンクが
人手不足による倒産の動向を調査。４月にその結果を
発表しました。これによると、平成30年度に発生した
人手不足倒産は169件で、前年度比48.2％増加してい
ます。負債規模別では「１億円未満」の小規模倒産が前
年度比 75.4％も増加しています。また、平成25年度か
らの６年間では累計件数が540件。これを業種別で見る
と、「道路貨物運送」が49件で最多。都道府県別では「東
京都」が75件で最多となっています。

　総務省統計局が４月、平成30年10月１日現在の人口推
計を発表。日本の総人口は１億2644万3000人（前年より
26万3000人減少）で、８年連続で減少しています。15
歳〜64歳人口の割合は59.7％で、比較可能な昭和 25 年
以降で過去最低。一方、65歳以上の人口は3557万8000
人（前年比 42万6000人増）で割合は28.1％で過去最高に。
70歳以上の人口の割合も初めて２割を超えました。都道
府県別の増減率では、秋田県（−1.47％）や青森県（−
1.22％）など６県で減少率が１％を超えています。

　法務省の発表（３月）によれば、平成31年１月１日現
在の不法残留者数は７万4167人。前年１月１日現在と
比べて7669人（11.5％）増加しています。男女別では、
男性が４万2632人（構成比57.5％）、女性が３万1535
人（同42.5％）でした。また、前年と比べて地域別では、
ベトナムが4371人（64.7％）増、インドネシアが1247
人（60.1％）増と大きく増加しています。また、資格別
では「技能実習」が 2452人（35.5％）増、「特定活動」
が1938人（84.8％）増などとなっています。

　昨年４月から障害者雇用における法定雇用率（民間企
業は従業員45.5人以上が対象、法定雇用率2.2％）が改
正されましたが、厚生労働省では４月、民間企業にお
ける平成30年６月１日現在の「障害者雇用状況」の集
計結果を発表。雇用障害者数は53万4769.5人（対前年
比 7.9％増）で、15年連続で過去最高となっています。
雇用者のうち、身体障害者が約35万人（同 3.8％増）、
知的障害者が約12万人（同7.9％増）、精神障害者が約
７万人（同 34.7％増）でした。

総人口は８年連続で減少
65歳以上の人口が過去最高の約28％

４月１日から労働条件の明示方法が拡大
FAXやメール、SNSでの明示が可能に

昨年６月１日現在の労働者派遣の状況
無期雇用派遣労働者が大幅に増加

負債１億円未満の小規模倒産も急増
人手不足倒産が前年度比48％増

国別ではベトナムとインドネシアが急増
技能実習などで増えている不法残留者

法定雇用率改正後の民間企業の障害者雇用状況
雇用障害者数は過去最高の約53万人
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ROUMU NewsBOX

　平成28年10月から厚生年金保
険の被保険者数 501人以上の事業
所については、下記の要件を基
準に、パートタイマーやアルバ
イトなどについても、社会保険
が適用拡大され、厚生年金保険・
健康保険の適用を受けることが
できることになりました（特定
適用事業所）。
　平成29年4月から適用範囲がさ
らに拡大し、厚生年金保険の被
保険者数 500人以下の事業所にお
いても、下記の要件に該当する
パートタイマーやアルバイトな
どについても、労使合意があれ
ば、社会保険に加入することが
できることになりました（任意
特定適用事業所）。

　社会保険の適用拡大が義務付け
られた「特定適用事業所等」を対
象に実施されたその影響に関する
調査結果（独立行政法人労働政策
研究・研修機構、平成30年２月発
表）によると、適用拡大により雇
用管理上、何らかの見直しを行っ
た事業所について見ると「新たな
適用を回避するため、対象労働者
の所定労働時間を短縮した」とい
う回答が 66.1％、「新たな適用拡
大に伴い、対象労働者の所定労働
時間を延長した」が 57.6％という
結果でした（複数回答）。
　一方、労働者について適用拡
大による働き方を見ると、「働
き方が変わった」という回答が
15.8％、「まだ変わっていないが
今後については検討している」
が 22.2％、「特に変わっておらず、
今後変える予定もない」が 60.8％
となっています。
　また、働き方が変わったとする
者のうち、「社会保険が適用され
るよう、かつ手取り収入が増え
るよう所定労働時間を延長して
もらった」という回答が 54.9％、

「社会保険が適用されないよう、
所定労働時間を短縮してもらっ
た」が 32.7％、「社会保険が適用
されるよう、かつ手取り収入が
増えるよう正社員に転換しても

らった」が 1.1％となっています。
　このように、適用拡大により
短時間労働者の社会保険加入に
対する意識に変化がうかがえま
す。最近は、短時間労働者を採
用する企業では、応募者から社
会保険への加入を確認されるこ
とも増えています。

　任意特定適用事業所（法人・
個人を問わない）で働く短時間
労働者が、社会保険に加入する
にあたっては、事業主が下記の
書類を添付して「任意特定事業
所申出書／取消申出書」を管轄
する年金事務所に提出しなけれ
ばなりません。
①従業員（被保険者、70 歳以上

被用者および短時間労働者）
の過半数で組織する労働組合
の同意書（労働組合がない場
合は、従業員の過半数を代表
する者の同意もしくは従業員
の 2 分の 1 以上の同意）

②短時間労働者の資格取得届（資
格取得日は任意特定事業所該
当申出書の申出日）

　　　　　　　●
　人手不足の現状において、会
社も短時間労働者も、どのよう
な働かせ方・働き方をするのか
を十分に検討していく必要があ
ります。

500人以下の事業所も 加入への意識に変化

保険加入の手続き方法

パートやアルバイトなどに対する社会保険加入の適用が拡大しています。
これにより、企業や労働者にどのような変化が起きているのでしょうか。

短時間労働者の社会保険加入の適用拡大
パート・アルバイトの社会保険加入の実態や手続き制度

TOPIC
2

2019.6 June

加入対象となる
短時間労働者の加入４要件

①週の所定労働時間が20時間以上
であること

②雇用期間が１年以上見込まれる
こと

③賃金の月額が８万8000円以上
であること

④学生ではないこと

サンプル
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Q

Q

働き方改革 A&

法定労働時間（１日8時間、週40時間）
を超え、または法定休日（週1日または
4週4日）に労働をさせる場合には、時間

外・休日労働に関する協定（いわゆる36協定）で、
月45時間、年間360時間の限度時間（第36条第
４項・第５項）内で時間外労働の限度を定めなけ
ればなりません。
　直接雇用の労働者の時間外労働および休日労
働については、当然、その事業場で締結された
36協定の適用を受けます。出向者は出向元と雇
用関係にあるものの出向先の指揮命令を受けて
出向先で就業していますので、通常、労働時間
管理を行っている出向先の36協定が適用されま
す。出向先で36協定が締結されていなければ、
出向者は出向先において時間外・休日労働がで
きないということになります。
　出向先事業場が、過半数労働組合（当該組合
がない場合は過半数代表者）と36協定を締結す
るにあたっては、出向者をこの「過半数」に含
めなければなりません。この点は派遣労働者と
は異なります。派遣労働者は、派遣元との雇用
関係に基づき派遣先の指揮命令の下に労働しま
すが、36協定の適用については派遣元の適用を
受けることになります。
　働き方改革関連法による労働基準法の一部改
正にともない、出向元が大企業に該当し、出向
先が中小企業の場合には、時間外労働の上限規
制の施行時期が異なります（中小企業は2020年
４月）。時間外労働の限度時間について大企業で

特別条項を定めている場合は、「①年720時間以
内（休日労働を含まず）、② 1ヵ月100時間未満

（休日労働含む）、 ③ 2ヵ月～6ヵ月各平均ですべ
て1ヵ月あたり80 時間以内（休日労働を含む）、
④原則の月45時間を超えることができるのは年
6ヵ月を限度」が限度となりますが、中小企業に
ついては、今年度は①②③の適用はありません。
　その結果、出向者について、出向元と出向先
とで 36協定の内容が異なるときには、出向元と
出向先との間において特段の取り決めがない限
りは、出向元における時間外労働の実績にかか
わらず、出向先の36協定で定める範囲で時間外・
休日労働を行わせることとなります。なお、労
働基準法上、「労働時間は、事業場を異にする場
合においても、労働時間に関する規定の適用に
ついては通算する」（第38条第 1 項）こととな
りますので、出向元における時間外労働と出向
先における時間外労働は通算されます。
　したがって、大企業が36協定の有効期間

（2019年４月１日以降締結のもの）の途中で中
小企業から出向者を受け入れる場合においては、
時間外労働と休日労働の合計で、単月100時間
未満、複数月平均80時間以内などの上限規制の
範囲内で労働させる必要があり、一方、中小企
業が36協定の有効期間（同上）の途中で大企業
から出向者を受け入れる場合には、法改正に基
づく上限規制の適用を受けない特別条項付き36
協定の範囲内で労働させることができることに
なります。

出向者が適用を受ける36協定

出向者の労働時間は、出向元および出向先で通算される、
出向先の36協定の適用を受けます。

当社には、親会社からの出向者が数人働いているのですが、36協定で時間外労働の上限

が異なります。このような場合、出向者はどちらの36協定の適用を受けるのでしょうか？ 

今月の相談

今 月 の ポ イ ン ト

COLUMN

A　同調査の結果によれば、一般労
働者の賃金（月額平均）は、男女
計30万6200円（年齢42.9歳、勤続
12.4年）で、男性が33万7600円（年
齢43.6歳、勤続13.7年）、女性が24
万7500円（年齢41.4歳、勤続9.7年）
という結果に。前年と比較して、
男女計、男性、女性ともに0.6％
の増加となっています。
●産業別
　主な産業別で見ると、もっと
も高いのが、男性では「金融業、
保険業」で47万400円、女性では

「教育、学習支援業」で31万4700
円となっています。対前年比の
増減率で見ると、男性では「運
輸業、郵便業」（2.1％増）や「生
活関連サービス業、娯楽業」（2.1％
増）、「建設業」（1.5％増）、「宿泊
業、飲食サービス業」（1.4％増）で、
女性では「運輸業、郵便業」（4.1％
増）や「教育、学習支援業」（1.6％
増）で伸びが大きくなっていま
す（右表参照）。
●雇用形態別
　雇用形態別の賃金では、男女
計で、「正社員・正職員」が32万
3900円（前年比0.7％増、年齢 41.9
歳、勤続13.0年）、「正社員・正職
員以外」が20万9400円（同0.7％減、
年齢48.3歳、勤続8.7年）でした。

次いで、神奈川県が 33万9100円、
大阪府が32万9100円、愛知県が
32万2400円。一方、もっとも低かっ
たのは、宮崎県で23万5100円でし
た。
●短時間労働者
　短時間労働者の１時間あたり
の賃金では、男女計1128円（前年
比 2.9％増）で、男性が1189円（同
3.0％増）、女性が1105円（同2.9％
増）。これを産業別の対前年比増
減率で見ると、男性では「宿泊
業、飲食サービス業」（同4.3％増）
や「運輸業、郵便業」（同4.2％増）
で、女性では「宿泊業、飲食サー
ビス業」（同3.7％増）で伸びが大
きくなっています。

「運輸業、郵便業」などで
高い伸び率

厚生労働省が３月、「平成30年賃金構造基本統計調査」の結果を発表しました。
産業別や雇用形態別などから見た賃金について紹介します。

賃金額は0.6％増の33万6200円
平成30年賃金構造基本統計調査調査

これを男女別に見ると、男性で
は「正社員・正職員」の35万1100
円（同0.8％増）に対して、「正社
員・正職員以外」が23万2500円（同
0.9% 減）。女性では「正社員・正
職員」の26万5300円（同0.6％増）
に対して、「正社員・正職員以外」
が18万7900円（同0.9％減）でした。
同調査結果では、「正社員・正職
員以外」の賃金の減少について、
日給または時給で働いている可
能性が高いことから、所定内実
労働時間数の減少によるものと
推察されるとしています。
●都道府県別
　全国計よりも高かったのは４
都府県で、東京都の38万400円に

【表】主な産業別の男女の賃金（年齢計）

ここはどうなる？

業種 男性 女性

全体平均

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業（他に分類されないもの）

33万7600円（0.6％増）

34万9100円（1.5％増）

32万300円（0.4％増）

39万9600円（0.6％増）

28万9000円（2.1％増）

34万6400円（0.4％増）

47万400円（0.7％増）

41万5800円（0.3％増）

27万5100円（1.4％増）

29万7200円（2.1％増）

43万9500円（0.2％減）

34万200円（0.2％増）

27万3700円（0.5％減）

24万7500円（0.6％増）

24万6100円（0.9％増）

21万7300円（1.5％増）

30万5200円（0.7％減）

23万800円（4.1％増）

23万4000円（0.9％減）

27万7700円（0.7％減）

29万4500円（0.1％減）

20万2100円（1.0％増）

22万100円（0.8％減）

31万4700円（1.6％増）

25万8400円（0.9％増）

21万6800円（0.5％減）

2019.6 June

( )内は対前年比増減率

サンプル
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　令和の時代が始まりました。改元を記念した
サービスなどの登場で消費の拡大も期待される
なか、記念すべき元年に結婚式を挙げようとい
うカップルの需要も見込まれるのだとか。とこ
ろで、今年これから誕生する子どもは、令和元
年生まれ。その親世代、とくに父親は新時代の
子育てにどう参加していくのでしょうか。
　最近の男性の育児休業取得の状況を見てみましょう。厚生労
働省の「平成29年度雇用均等基本調査」によれば、平成29年度
の育児休業取得率は、女性の83.2％に対して男性は5.14％。平成
８年に0.12％だったことを考えれば上昇しているとはいえ、数字
だけ見れば、政府が目指す来年の男性の育児休業取得率 13％に
は開きがあり、育児休業制度を利用する男性が少ないのが現状
です。また、世界的に見ても日本は男性の育児参加時間の水準
が低く、内閣府によれば、平成28年における６歳未満の子ども
をもつ夫が育児に費やす時間は、１日あたり49分（アメリカは1時
間20分）。その分、妻が育児に費やす時間は１日あたり３時間45
分と諸外国（アメリカは２時間18 分）よりも多くなっています。
　育児休業取得が進まない要因として、「平成29年度仕事と育
児の両立に関する実態把握のための調査」（三菱 UFJ リサーチ
＆コンサルティング）によれば、育児休業を利用しなかった男
性の意見として「会社で育児休業制度が整備されていなかっ
た」（27.5％）、「職場が育児休業を取得しづらい雰囲気だった」

（25.4％）、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」（27.8％）
などが多くなっています。
　しかし、その一方で、男性の家事・育児参加へのイメージに
ついて、男性の半数前後が「男性も家事や育児を行うことは、
当然である」「子どもにいい影響を与える」と回答した世論調査

（平成 26 年、内閣府）の結果も。仕事との両立が難しかったり、
家計のことを考えれば、休みたいけれど休めないのが実情なの
かもしれません。とはいえ働き方改革も本格的にスタート。令
和は、「イクメン」が増えていく時代になるのでしょうか。

ニ ッ ポ ン の

2019年（令和元年）６月号

令和で進む？　男性の育児参加

休み方
Nippon no Yasumikata

サンプル




